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第三期特定健康診査等実施計画
ＡＮＡグループ健康保険組合



　特定健康診査等実施計画　(平成30年度〜平成35年度)
背景・現状・基本的な考え方
No.1 ・入院、外来、調剤医療費は増加傾向にある。

・入院医療費は患者1人あたり医療費の増加も大きく疾患の重症化が
懸念される。
・疾患別にみると、呼吸器系医療費はシェア、患者数が多い。
・新生物、生活習慣病が含まれる循環器、内分泌系疾患は患者1人あ
たり医療費が大きく全体の医療費シェアも大きくなる傾向にある。

 ・特定健診は受診100%を目指し、健康状態の把握を促す。
生活習慣病対策は、リスクを層化し特定保健指導(予防）と重症化予防事業に振り分けて
対応する。
・がんの早期発見を目指してがん検診の拡充を図る。
・インフルエンザ予防接種の補助など疾患にかかった際の症状を軽減する取り組みも行
う。

No.2 ・生活習慣病患者の発症、悪化リスクは加齢により増加する傾向が
ある。
・20-30歳代の女性が多い構成のため、現時点で血糖や血圧が高い者
の割合は限られているが、健診で基準値を超えていても、医療機関
の受診が確認できない加入者が存在する。
・受診していても、血糖、血圧のコントロールが十分できていない
加入者が存在する。
・男性の約1/4が肥満に該当する。
・事業所により肥満の状況は大きく異なる

 ・禁煙、生活習慣の改善など疾患の発症、重症化を防ぐ取り組みを行う。
・未受診者には受診を促す。
・受診者の重症化・合併症の予防の重要性を周知する。
・運動習慣を作る機会、情報提供を行い、肥満による生活習慣病悪化リスクの軽減を図
る。

No.3 ・男性の喫煙率は高い。
・事業所ごとの喫煙率の差は大きい。
・医療費シェアに占める呼吸器系疾患割合は高い。
・喫煙の中年期以降の歯科医療費への影響が懸念される。

 ・禁煙に伴うストレスや体重増加など他のリスクにも留意した禁煙支援を行う。
（喫煙率の高い事業所の喫煙率を厚労省平均の男性30%台前半、女性9%以下になるよう
設定）
・事業所ごとの実情に応じて禁煙支援の実施が必要。
・喫煙による健康悪化リスクの増加を加入者に周知していく。

No.4 ・歯科医療費、患者数は増加傾向にある。
・歯肉炎及び歯周疾患（歯周病など）が最多で、若い年代から口腔
ケアの習慣化が必要と言える。
・歯科健診受診者の歯科医療費の抑制傾向がみられた。

 ・定期健診の同線を利用した歯科健診を行い早期に治療を行うことのできる環境を整備
する。
・専門職より口腔ケアの指導をうける機会を設定する。

No.5 ・メンタル疾患への対応も望まれている。  ・メンタルヘルスの改善へ向けて、外部の専門家に相談できる体制を整備する。
・疾患の状況、患者数に応じて実施可能な取り組みを選定し、事業者と協力して行う事
も検討する。

No.6 ・20-30歳代の女性を中心に婦人科疾患の患者が多く存在する。
・妊娠・出産時のリスク低減を考える上でもニーズの高い課題と言
える。

 ・ライフサイクル全体を通して、健康に過ごすために必要な取り組みを周知し、徐々に
健康維持への意識を高めていく。
・婦人科疾患の早期治療につながる検診と、検診の重要性を周知していく。

No.7 ・被扶養者の疾患では、新生物、妊娠分娩、周産期、先天奇形など
の患者1人当たり医療費が大きい。  ・被扶養者への疾患の早期発見・治療に結びつける取り組み必要と言える。

No.8 ・後発医薬品の使用割合は約60%であるが、年齢・資格区分によっ
て後発医薬品使用率が低い層がみられた。  ・後発医薬品使用や医療費適正化に関しての情報発信を積極的に行い、加入者への意識

づけを図る。
・後発利用促進のためのツールの配布や、ICTを利用して先発薬との差額を確認できる環
境を整備する。

基本的な考え方
高齢化の急速な進展と高血圧症、脂質異常症、糖尿病等の生活習慣病が増加し、死亡要因の約６割を占め、医療費に占める生活習慣病の割合も国民医療費の約3分の1となっ
ている。健康で長生きをすることは万人の願いであり、国民の健康に関する情報や知識への関心は高い。確実に健診を受けることで自らの健康状態を把握し、生活習慣の改
善を図ることで、生活習慣病を予防する取組みを進めていくことが重要となっている。
当健保においては生活習慣病対策として、事業主と協働で特定健康診査受診、特定保健指導参加を促進するなど取り組みを行っている。今後も長期的な健康を維持するため
に特定健康診査による健康状態の把握と、リスクを抱える加入者に対する特定保健指導は重要な事業として事業主と協働で進めていく。

特定健診・特定保健指導の事業計画
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1 事業名 特定健康診査 対応する健康課題番号 N o.2


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：被保険者
方法 定量的な分析を行い事業主と健康課題を共有する。

特定保健指導該当者の抽出を行い、案内を行う。
体制 -

事業目標
加入者の健康増進のために法定の特定健康診査を活用した生活習慣病高リスク
者の抽出・特定保健指導への案内や、定量的な分析を行い事業主との課題共有
を進める。
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
受診率 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
周知・展開率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
法律で定められた通りに行う。 各地の事業所で受診
しやすいよう健保、事業主が協働で環境整備に努める
。 特定健診の結果を分析した結果は事業主と共有す
る。

法律で定められた通りに行う。 各地の事業所で受診
しやすいよう健保、事業主が協働で環境整備に努める
。 特定健診の結果を分析した結果は事業主と共有す
る。

法定の事業は継続して行う。 受診率、特定保健指導
該当者数、実施率の把握を行い次年度以降の事業への
改善点を明確にする。

H33年度 H34年度 H35年度
法定の事業は継続して行う。 平成32年度の検討事項
を踏まえて受診率増加を図る。

法定の事業は継続して行う。 平成32年度の検討事項
を踏まえて受診率増加を図る。

法定の事業は継続して行う。 平成32年度の検討事項
を踏まえて受診率増加を図る。

2 事業名 特定健診（任意継続被保険者および特定健診該当年齢の被扶養者対象） 対応する健康課題番号 N o.1   ,    N o.2


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：35〜74, 対象者分類：被扶養者/任

意継続者
方法 特定保健指導対象者には案内を行う。
体制 -

事業目標
・任意継続者、および特定健診に該当する被扶養者の疾病予防・管理を目標と
する。
・職場で情報入手が可能な被保険者と状況が異なる点や新規で任意継続に資格
変更になった者が存在する点に留意し、該当者には当健診を受診できること、
実施時期、場所、受診方法等の情報の周知にも重点を置く。
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
受診率 33 ％ 35 ％ 35 ％ 37 ％ 37 ％ 40 ％
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
周知・展開率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
法律に従って実施する。 ・任意継続被保険者および
特定健診対象者となる被扶養者に対して実施する。 
・生活習慣病予防健診コースを設定し、対象者にとっ
て関心の大きい検査内容とする。 ・40歳未満は生活
習慣病予防健診として受診可能。

法律に従って実施する。 ・任意継続被保険者および
特定健診対象者となる被扶養者に対して実施する。 
・生活習慣病予防健診コースを設定し、対象者にとっ
て関心の大きい検査内容とする。 ・40歳未満は生活
習慣病予防健診として受診可能。

事業は継続して行う。 受診率、任意継続者、および
該当する年齢の被扶養者の年齢・性別構成を把握し、
より受診率を上げられるよう次年度以降の事業に反映
させる。

H33年度 H34年度 H35年度
平成32年度の見直し内容を受けて実施する。 平成32年度の見直し内容を受けて実施する。 平成32年度の見直し内容を受けて実施する。

3 事業名 特定保健指導 対応する健康課題番号 N o.1   ,    N o.2   ,    N o.3


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜75, 対象者分類：被保険者/被

扶養者
方法 特定健診結果から対象者を抽出し、事業主から対象者への通知を行う。
体制 -

事業目標
生活習慣病リスクの高い被保険者を抽出し、リスクに応じた特定保健指導によ
り生活習慣病予防を図る。
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
連続受診率 -5 ％ -5 ％ -5 ％ -5 ％ -5 ％ -5 ％
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
実施率 85 ％ 85 ％ 85 ％ 85 ％ 85 ％ 85 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
特定健診後に対象者を抽出する。 事業主を通じて対
象者に通知する。 対象者には法定のガイドラインに
沿って面談およびメール等により保健指導を行う。

特定健診後に対象者を抽出する。 事業主を通じて対
象者に通知する。 対象者には法定のガイドラインに
沿って面談およびメール等により保健指導を行う。

特定健診後に対象者を抽出する。 事業主を通じて対
象者に通知する。 対象者には法定のガイドラインに
沿って面談およびメール等により保健指導を行う。

H33年度 H34年度 H35年度
特定健診後に対象者を抽出する。 事業主を通じて対
象者に通知する。 対象者には法定のガイドラインに
沿って面談およびメール等により保健指導を行う。

特定健診後に対象者を抽出する。 事業主を通じて対
象者に通知する。 対象者には法定のガイドラインに
沿って面談およびメール等により保健指導を行う。

特定健診後に対象者を抽出する。 事業主を通じて対
象者に通知する。 対象者には法定のガイドラインに
沿って面談およびメール等により保健指導を行う。
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4 事業名 定期健康診断 対応する健康課題番号 N o.2   ,    N o.3


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：18〜（上限なし）, 対象者分類：被

保険者
方法 定量的な分析を行い事業主と健康課題を共有する。
体制 -

事業目標
労働安全衛生法に基づいて事業主が実施する定期健康診断。
加入者・事業主とともに健康状態の把握と生活習慣の改善を促す目的で、レセ
プトデータ、特定健診データとともに定量的に分析を行う。
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
受診率 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
周知・展開率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
労働安全衛生法に基づいて事業主が実施する。当健保
は、定期健康診査のデータを分析し、各事業主ごとの
健康課題の抽出と共有を行う。

労働安全衛生法に基づいて事業主が実施する。当健保
は、定期健康診査のデータを分析し、各事業主ごとの
健康課題の抽出と共有を行う。

労働安全衛生法に基づいて事業主が実施する。データ
分析、事業主との課題の共有は継続して行う。 事業
主単位だけでなく、加入者単位へのフィードバック、
ICTを用いた情報共有なども検討する。

H33年度 H34年度 H35年度
平成32年度の検討内容を受けて実施する。 平成32年度の検討内容を受けて実施する。 平成32年度の検討内容を受けて実施する。

5 事業名 主婦健診 対応する健康課題番号 N o.7   ,    N o.2


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：女性, 年齢：18〜74, 対象者分類：被扶養者
方法 対象者には受診勧奨のハガキを送付。
体制 -

事業目標
配偶者（妻）および35歳以上の被扶養者となっている者を対象に生活習慣病リ
スクのスクリーニングと、生活習慣改善を促す目的で事業主主体で実施。
希望者には子宮がん検診も受診できる制度となっている。
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
特定保健指導非該当者率 80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
受診率 90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
全国展開している健診業者に委託し、集団健診方式で
5月〜7月に実施する。 健診内容は特定健診の内容を
含む。 本人負担は1千円とする。 対象者にはハガキで
受診勧奨を行う。

全国展開している健診業者に委託し、集団健診方式で
5月〜7月に実施する。 健診内容は特定健診の内容を
含む。 本人負担は1千円とする。 対象者にはハガキで
受診勧奨を行う。

事業は継続する。 受診者数、母数となる被扶養者か
つ配偶者である者の数の推移を分析し、重複する事業
との統合も含め事業内容の改善を図る。

H33年度 H34年度 H35年度
平成32年度の見直しを受けて実施する。 平成32年度の見直しを受けて実施する。 平成32年度の見直しを受けて実施する。

6 事業名 郵送検診（生活習慣病） 対応する健康課題番号 N o.1   ,    N o.2


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：18〜74, 対象者分類：被扶養者/任

意継続者
方法 健診機関で健診受診をしない被扶養者、被保険者向けの生活習慣病スクリ

ーニング事業。
体制 -

事業目標
上記の「特定健診（任意継続被保険者および特定健診該当年齢の被扶養者対象
）」、「主婦健診」を受診しなかった者に対する生活習慣病スクリーニング、
および意識づけを目的として行う。

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
被扶養者および任意継続被保険者の「特定健診」、「主婦健診」受診を補完する目
的の健診であるため、当健診自体の数値目標は設定しない。
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
周知・展開率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
被扶養者および任意継続被保険者向け健診事業を受診
しない者に対し、簡便な郵送による生活習慣病スクリ
ーニングを行う。 健診機関での受診の増加状況に応
じて、本事業の規模等は見直しを加える。

被扶養者および任意継続被保険者向け健診事業を受診
しない者に対し、簡便な郵送による生活習慣病スクリ
ーニングを行う。 健診機関での受診の増加状況に応
じて、本事業の規模等は見直しを加える。

被扶養者、任意継続被保険者の生活習慣病スクリーニ
ング事業は継続する。 3年間の実績と特定健診、主婦
健診の実績を踏まえて次年度以降の生活習慣病スクリ
ーニング事業を検討する。

H33年度 H34年度 H35年度
平成32年度の生活習慣病スクリーニング事業見直し
を受けて実施する。

平成32年度の生活習慣病スクリーニング事業見直し
を受けて実施する。

平成32年度の生活習慣病スクリーニング事業見直しを
受けて実施する。
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特定健康診査・特定保健指導
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

特
定
健
康
診
査
実
施
率

計
画
値
※1

全体 3,807 ∕ 5,000 ＝
76.1 ％

3,929 ∕ 5,120 ＝
76.7 ％

4,024 ∕ 5,243 ＝
76.7 ％

4,153 ∕ 5,369 ＝
77.4 ％

4,254 ∕ 5,498 ＝
77.4 ％

4,406 ∕ 5,630 ＝
78.3 ％

被保険者 3,305 ∕ 3,479 ＝
95.0 ％

3,384 ∕ 3,562 ＝
95.0 ％

3,466 ∕ 3,648 ＝
95.0 ％

3,549 ∕ 3,736 ＝
95.0 ％

3,635 ∕ 3,826 ＝
95.0 ％

3,721 ∕ 3,917 ＝
95.0 ％

被扶養者 ※3 502 ∕ 1,521 ＝ 33.0 ％ 545 ∕ 1,558 ＝ 35.0 ％ 558 ∕ 1,595 ＝ 35.0 ％ 604 ∕ 1,633 ＝ 37.0 ％ 619 ∕ 1,672 ＝ 37.0 ％ 685 ∕ 1,713 ＝ 40.0 ％
実
績
値
※1

全体 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
被保険者 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
被扶養者 ※3 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

特
定
保
健
指
導
実
施
率

計
画
値
※2

全体 504 ∕ 593 ＝ 85.0 ％ 516 ∕ 607 ＝ 85.0 ％ 528 ∕ 621 ＝ 85.0 ％ 541 ∕ 637 ＝ 84.9 ％ 554 ∕ 652 ＝ 85.0 ％ 569 ∕ 669 ＝ 85.1 ％
動機付け支援 155 ∕ 182 ＝ 85.2 ％ 158 ∕ 186 ＝ 84.9 ％ 162 ∕ 191 ＝ 84.8 ％ 166 ∕ 195 ＝ 85.1 ％ 170 ∕ 200 ＝ 85.0 ％ 175 ∕ 206 ＝ 85.0 ％
積極的支援 274 ∕ 322 ＝ 85.1 ％ 281 ∕ 330 ＝ 85.2 ％ 286 ∕ 337 ＝ 84.9 ％ 294 ∕ 346 ＝ 85.0 ％ 301 ∕ 354 ＝ 85.0 ％ 309 ∕ 363 ＝ 85.1 ％

実
績
値
※2

全体 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
動機付け支援 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
積極的支援 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

※１）特定健康診査の（実施者数）∕（対象者数）
※２）特定保健指導の（実施者数）∕（対象者数）
※３）特定健診の対象となる被扶養者数には、強制被扶養者、任意継続被扶養者、特例退職被扶養者、任意継続被保険者、特例退職被保険者を含めてください。

個人情報の保護
当健保組合は、ANAグループ健康保険組合個人情報保護規定を遵守する。当健保組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に漏らしては
ならない。当健保組合のデータ管理者は、常務理事とする。またデータの利用者は当健保組合職員および事業主の人事管理部門スタッフに限定する。

特定健康診査等実施計画の公表・周知
本計画の周知は、当健保組合のホームページに掲載する。

その他（特定健康診査等実施計画の評価及び見直しの内容等）
労働安全衛生法による健康診断は、引き続き事業主が主体となって行い、当健保組合はそのデータを事業主から受領する。健診費用については事業主が負担する。保健指導
については、事業主および当健保組合が協力して推進する。
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